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株主の皆様へ
株主の皆様には、格別のご高配を賜りありがたく厚くお礼申しあげます。
当社の第92期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）の事業の概況につきましては、

次のとおりご報告申しあげます。

１．企業集団の現況
（1）当連結会計年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果
当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善を背景に個人消費が回復し、イ

ンバウンド需要の拡大も相まって、緩やかな回復基調が見られました。
一方で、原材料価格の高止まりに加え、資源価格や人件費、運送費等、さまざまなコストの上

昇が続いており、依然として先行き不透明な状況が続いております。さらに、中国経済の減速や
米国の関税政策の影響も重なり、今後も厳しい経済環境が継続することが懸念されます。
当社グループは、次世代に向けた取組みとして、従来の枠組みを打破し、大規模な組織改革を

実施いたします。
新たな経営体制のもと、組織力を高め、成長戦略を推進するために、以下の4つのスローガン

を掲げています。
EXPLORE ― 想像と創造。
LOVING ― 愛を増やす。愛で応える。
BESIDE ― 個に寄り添う。
EXPAND ― ひとの可能性を拡張する。

当連結会計年度のヘルスケア事業においては、ラテックス製コンドームは価格改定の影響によ
る需要減退もあり、国内外ともに売上は伸び悩みました。また、ポリウレタン製コンドームで
は、グローバル市場や訪日需要の拡大といった成長機会を十分に活かすことができず、「サガミ
オリジナル」は越境EC及びインバウンド需要の取込みに課題を残す結果となりました。
加えて、原材料費やエネルギー価格の高止まり、円安基調の継続等により、マレーシアの生産

子会社における原価が上昇し、利益を圧迫する要因となっています。
プラスチック製品事業では、原材料価格や輸送費を含む各種コストの上昇を受け、製造原価の

精査を進めるとともに、取引先ごとに販売価格への適切な転嫁を図るべく、継続的な交渉・調整
を行っております。
入浴・介護サービスを含むその他の事業は、当社の拠点がある地域社会への貢献を目的に、長

年にわたり着実に事業を展開し、地域の皆さまからの信頼を築いてきました。また地域の皆さま
にご満足いただけるよう、真心を込めたサービスの提供に尽力してまいりました。
しかしながら、今後の事業のあり方について慎重に協議を重ねた結果、介護事業については事

業譲渡または閉鎖という決断に至り、現在、具体的な取組みを着実に進めております。
これらの結果、当連結会計年度の業績は、売上高が56億8千7百万円（前期比6.9％減）、営業

損失は３千３百万円（前期は営業利益４億３千６百万円）、経常利益は５億2千２百万円（前期比
34.3％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は３億９千２百万円（前期比858.4％増）となり
ました。
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企業集団の事業別売上高
区 分 売 上 高（百万円） 構 成 比 （％） 前 期 比 増 減 率 （％）

ヘ ル ス ケ ア 4,270 75.1 △8.4
プ ラ ス チ ッ ク 製 品 1,258 22.1 1.5
そ の 他 158 2.8 △24.2
合 計 5,687 100.0 △6.9

（注） 上記金額には消費税等は含まれておりません。

② 設備投資の状況
当連結会計年度における設備投資の総額は１億３千３百万円であり、その主なものはヘル

スケア事業の増産及び更新を目的とした製造設備の取得であります。

③ 資金調達の状況
当連結会計年度中には、借入金以外に増資あるいは社債による資金調達は行っておりませ

ん。

（2）財産及び損益の状況

区 分 第 89 期
（2022年３月期）

第 90 期
（2023年３月期）

第 91 期
（2024年３月期）

第 92 期
（当連結会計年度）
（2025年３月期）

売 上 高 （百万円） 5,414 5,984 6,112 5,687

経 常 利 益 （百万円） 1,466 1,055 389 522
親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益 （百万円） 1,097 673 40 392

１株当たり当期純利益（円） 101.10 62.04 3.77 36.16

総 資 産 （百万円） 17,038 18,148 17,716 18,635

純 資 産 （百万円） 8,923 9,947 10,103 11,117

１株当たり純資産額（円） 797.34 889.52 906.81 998.29
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（3）重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社の状況
該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況
会 社 名 資 本 金 議 決 権 比 率 主 要 な 事 業 内 容

株 式 会 社
ラ ジ ア テ ッ ク ス

千EUR ％
医 療 機 器 の 販 売2,370 99.16

相 模 マ ニ ュ フ ァ ク チ ャ
ラ ー ズ 有 限 公 司

千M＄
医 療 機 器 の 製 造 販 売195,000 94.83

③ 事業年度末日における特定完全子会社の状況
該当事項はありません。

（4）対処すべき課題
当社グループは、グローバル競争の激化やAIの進展といった急速な変化にさらされる

「VUCA（ブーカ）」の時代において、情報リテラシーの向上と科学的思考の活用を推進
し、自由闊達な風土のもと、大局的な視野から経営の在り方を見つめ直し、時代に即し
たビジネスの展開を目指してまいります。安易な選択と集中戦略に流されることなく、
手掛ける各分野においては、粘り強い努力を重ね、今後も持続的な発展を追求していき
ます。
当社グループが注力するのは、世界の総人口約80億人のうち上位10％の高所得層を主
な対象とした市場であり、モノを超えたユーザーのニーズに応える高付加価値の商品・
サービスを提供し、高収益を確保する「小さくても光る会社」を標榜しております。
成長に対する姿勢としては、ビジネスの短期的かつ急激な拡大を目指すのではなく、
自社の能力に見合った着実な成長を通じて、長期的な繁栄を志向しています。
国際戦略においては、国内外の有為な人材を広く登用し、各市場の特性を踏まえた政
策を実施することで、真の国際企業の実現に向けた開かれた経営を模索してまいります。
創業90年を超える当社は、新製品の研究・開発や生産システムの見直し、新しい販売
手法の探求、次世代のリーダー及び経営幹部の育成、新事業の起業等、あらゆる側面に
おいてイノベーション・マインドを発揮し、将来にわたって磐石な経営基盤を確立する
ため、積極的な施策を展開しております。
国境を越えた情報やモノの移動により市場は未曾有の広がりを見せています。eコマー
スの台頭を背景に、販売開始から20年以上が経過したポリウレタン製コンドーム「サガ
ミオリジナル」が広く流通し、認知度が高まる中、今後も安定的な商品供給を実現する
ための生産体制の構築と、品質の高い製品を安定して提供する品質システムの更なる高
度化を追求してまいります。
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（5）主要な事業内容（2025年３月31日現在）
医療機器（コンドーム等）、プラスチック製品（包装用フィルム・シート等）、ヘルスケア製

品の製造及び販売、要介護高齢者及び障害者等に対する居宅サービス事業及び居宅介護支援事
業

（6）主要な営業所及び工場（2025年３月31日現在）
相模ゴム工業株式会社 本社 神奈川県厚木市元町２番１号

工場 本社工場 （神奈川県厚木市）
静岡工場 （静岡県焼津市）
福岡工場 （福岡県筑紫野市）

営業所 東京営業所（東京都世田谷区）
関西営業所（兵庫県尼崎市）

株式会社ラジアテックス （フランス・パリ市）
相模マニュファクチャラーズ有限公司 （マレーシア・ペラ州）

（7）使用人の状況（2025年３月31日現在）
① 企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

790（52）名 64名減

（注） 使用人数は就業人員であり、臨時使用人数は（ ）内に年間の平均雇用人員数を外数で記載しており
ます。

② 当社の使用人の状況
使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

200（52）名 ３名増 41.0歳 15.3年

（注） 使用人数は就業人員であり、臨時使用人数は（ ）内に年間の平均雇用人員数を外数で記載しており
ます。
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（8）主要な借入先の状況（2025年３月31日現在）
借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 横 浜 銀 行 1,854百万円

ＭＵＦＧ Ｂａｎｋ（Ｍａｌａｙｓｉａ） Ｂｅｒｈａｄ 1,276

株 式 会 社 き ら ぼ し 銀 行 562

Ｐ ｕ ｂ l ｉ ｃ Ｂ ａ ｎ ｋ Ｂ ｅ ｒ ｈ ａ ｄ 386

ＳＵＭＩＴＯＭＯ ＭＩＴＳＵＩ ＢＡＮＫＩＮＧ ＣＯＲＰＯＲＡＴＩＯＮ ＭＡＬＡＹＳＩＡ ＢＥＲＨＡＤ 351

ＭＩＺＵＨＯ ＢＡＮＫ（ＭＡＬＡＹＳＩＡ）ＢＥＲＨＡＤ 351

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 262

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 262

（9）その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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２．会社の現況
（1）株式の状況（2025年３月31日現在）
① 発行可能株式総数 43,740,000株
② 発行済株式の総数 10,937,449株
③ 株主数 3,257名
④ 大株主（上位10名）
株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

ＭＳＣＯ ＣＵＳＴＯＭＥＲ ＳＥＣＵＲＩＴＩＥＳ 1,374千株 12.66％

大 跡 一 郎 1,072 9.88

大 跡 典 子 984 9.07

株 式 会 社 横 浜 銀 行 536 4.94

中 島 章 智 510 4.70

三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 信 託 銀 行 株 式 会 社 410 3.78

ＮＯＭＵＲＡ ＳＩＮＧＡＰＯＲＥ ＬＩＭＩＴＥＤ ＣＵＳＴＯＭＥＲ ＳＥＧＲＥＧＡＴＥＤ Ａ／Ｃ ＦＪ−１３０９ 373 3.44

相 模 産 業 株 式 会 社 324 2.99

ＯＡＳＩＳ ＩＮＶＥＳＴＭＥＮＴＳ ＩＩ ＭＡＳＴＥＲ ＦＵＮＤ ＬＴＤ． 272 2.51

ＪＰ ＭＯＲＧＡＮ ＣＨＡＳＥ ＢＡＮＫ ３８５６３２ 264 2.44
（注）１．持株比率は自己株式（81,045株）を控除して計算しております。

２．2023年９月１日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、Oasis Management
Company Ltd. が2023年８月28日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているもの
の、当社として2025年３月31日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大
株主の状況には含めておりません。
なお、その大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所 保有株券等の数 株券等保有割合
Oasis Management
Company Ltd.

PO Box 309, Grand Cayman KY1-1104
Cayman Islands Ugland House 1,068,798株 9.77％

３．2023年12月22日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、
Briarwood Capital Partners LP が2023年12月18日現在で以下の株式を所有している旨が記
載されているものの、当社として2025年３月31日現在における実質所有株式数の確認ができませ
んので、上記大株主の状況には含めておりません。
なお、その大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所 保有株券等の数 株券等保有割合
Briarwood Capital
partners LP

850 New Burton Road, Suite 201,
Dover, DE, 19904, USA 1,374,400株 12.57％
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（2）会社役員の状況
① 取締役の状況（2025年３月31日現在）
地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役社長 大 跡 一 郎 株式会社ラジアテックス代表取締役社長
相模マニュファクチャラーズ有限公司社長

代表取締役副社長 大 跡 賢 介 経営計画室室長

専 務 取 締 役 吉 田 邦 夫

取 締 役 福 田 耕 一 プラスチック事業部事業部長兼
プラスチック営業本部本部長

取 締 役 原 信 司 ヘルスケア事業部営業本部本部長

取 締 役 蓼 沼 茂 夫 管理本部本部長

取 締 役 大 跡 典 子 比企野小児科医院院長医師
相模産業株式会社取締役

取 締 役 伊 藤 卓 二 比企野小児科医院事務長

取 締 役
（常勤監査等委員） 和 田 孚

取 締 役
（監 査 等 委 員） 村 田 博 株式会社ＭＵＲＡＴＡ・ＳＨＯＪＩ代表取締役

取 締 役
（監 査 等 委 員） 丸 山 明

（注）１．監査等委員村田博、丸山明の両氏は社外取締役であります。
２．当社は監査等委員の監査・監督機能を強化し、取締役（監査等委員を除く）からの情報収集及び

重要な社内会議における情報共有並びに内部監査部門と監査等委員会との十分な連携を可能にす
るため、和田孚氏を常勤の監査等委員に選定しております。

３．常勤監査等委員和田孚氏は、当社の管理本部本部長を務め、財務・会計業務に携わってきた経験
があり、相当程度の知見を有しております。

４．当社は、監査等委員村田博、丸山明の両氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定
し、同取引所に届出ております。

② 責任限定契約の内容の概要
該当事項はありません。
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③ 取締役の報酬等の総額
区 分 人 員 報 酬 等 の 総 額

取 締 役（ 監 査 等 委 員 を 除 く ） ８名 92,169千円
（う ち 社 外 取 締 役） (０) （−）

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） ３ 6,235
（う ち 社 外 取 締 役） （２) （2,765）

合 計 11 98,404

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２．取締役（監査等委員を除く）の報酬限度額は、2016年６月28日開催の第83回定時株主総会にお

いて年額200,000千円以内と決議いただいております。なお、当該定時株主総会終結時点の取締
役（監査等委員を除く）の員数は９名であります。

３．取締役（監査等委員）の報酬限度額は、2016年６月28日開催の第83回定時株主総会において年
額30,000千円以内と決議いただいております。なお、当該定時株主総会終結時点の取締役（監査
等委員）の員数は３名であります。

４．上記の報酬等の総額には、当事業年度の役員退職慰労引当金の繰入額31,618千円（取締役（監査
等委員を除く）８名31,029千円、取締役（監査等委員）３名589千円、うち社外取締役（監査等
委員）２名185千円）が含まれております。

④ 基本方針
当社取締役の個人報酬の内容の決定に関する方針は、以下のとおり当社取締役会で定めて
おります。
当社の取締役の報酬は、長期的な視点に立ち、企業価値の持続的な向上を図るため、個々
の取締役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な水準とすることを基本方針として
おります。
具体的には、主に業務執行を行う取締役（監査等委員を除く）の報酬は、全額を固定報
酬としての基本報酬により構成し、監督機能を担う取締役（監査等委員）についても、そ
の職務に鑑み、金額を金銭による基本報酬のみ支払うこととしております。
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⑤ 基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針
（報酬等を与える時期または条件の決定に関する方針を含む）
取締役会において取締役の基本報酬は月例の固定報酬及び使用人兼務役員に対する賞与と

し、役位、職責、在任年数に応じて当社の業績、従業員給与、経済状況、同規模他社の水準
を考慮しながら、総合的に勘案して決定されており、また、金銭報酬には、退職する取締役
等に対して、在職中の功労に報いるために支給する退職慰労金があり、株主総会における退
職慰労金贈呈決議を経て、内規に従い算定した上で決定しており、基本方針に沿うものであ
ると判断しております。

⑥ 取締役の個人別の報酬等の内容について、その決定の全部または一部を、（特定の）取
締役その他の第三者に委任しております。
イ. 委任を受ける者の氏名またはその株式会社における地位及び担当

代表取締役社長 大跡一郎
ロ. 上記イの者に委任する権限の内容

取締役の基本報酬
ハ. 上記イの者に上記ロの権限を委任した理由

大跡一郎氏は、長年にわたる経営者としての豊富な経験と幅広い見識を有しているこ
とから上記ロの権限を委任しております。

ニ. 上記イの者により上記ロの権限が適切に行使されるようにするための措置を講ずるこ
ととするときはその内容
報酬総額については株主総会が決定する取締役（監査等委員を除く）及び監査等委員

である取締役ごとの各々の総額の限度内で、その額が業績に与えるインパクトを考慮
し、各個人の報酬額については従業員給与との比較や各職責や事業規模等を踏まえた社
会通念上支給される適正な水準とされる報酬額との整合を行い、役員報酬が適切に配分
されているかどうかを検証しております。
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⑦ 社外役員に関する事項
イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

取締役（監査等委員）村田博氏は、株式会社ＭＵＲＡＴＡ・ＳＨＯＪＩの代表取締役であ
ります。当社は株式会社ＭＵＲＡＴＡ・ＳＨＯＪＩとの間に取引関係はありません。

ロ．当事業年度における主な活動状況
・取締役会及び監査等委員会への出席状況及び発言状況

取締役（監査等委員）村田博氏は、当事業年度において取締役会に９回の全てに出
席、監査等委員会には、７回の全てに出席し、発言は出席の都度適宜に行われ、適切な
意見の表明がありました。
取締役（監査等委員）丸山明氏は、当事業年度において取締役会には９回の全てに

出席、監査等委員会には、７回の全てに出席し、発言は出席の都度適宜に行われ、適切
な意見の表明がありました。

・社外取締役が果たすことが期待される役割に関して行った職務の概要
取締役（監査等委員）村田博氏は、企業経営者としての経験と幅広い知見に基づき

経営全般の監視と有効な助言を行っております。
取締役（監査等委員）丸山明氏は、直接会社経営に関与した経験はありませんが、

長きにわたりシステムプログラマーとして金融機関向けのシステム開発を担当した経験
に基づき有効な助言を行っております。
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（3）会計監査人の状況
① 会計監査人の名称
應和監査法人

② 会計監査人に対する報酬等の額
報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 22,000千円

当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 22,000千円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法上の会計監査人の監査に対する報酬等の額
と金融商品取引法上の監査に対する報酬等の額を区別していないため、当事業年度に係る会計監
査人の報酬等の額には、これらの合計額を記載しております。

２．監査報酬等については、特別な方針は定めておりませんが、監査内容、監査日数等を勘案し、監
査等委員会の同意のもと適切に決定しております。

③ 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
決定しておりません。

④ 当社の会計監査人以外の公認会計士または監査法人の当社の子会社の計算書類監査の状
況

当社の重要な子会社のうち、株式会社ラジアテックス及び相模マニュファクチャラーズ有
限公司は、当社の会計監査人以外の公認会計士または監査法人（外国におけるこれらの資格
に相当する資格を有する者を含む）の監査（会社法または金融商品取引法（これらの法律に
相当する外国の法令を含む）の規定によるものに限る）を受けております。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務

の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。
① 監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項
監査等委員会より要請された場合、取締役会に通知し、監査等委員会の職務を補助するた

めの取締役及び使用人を設置するものとする。

② 前号の使用人の取締役（監査等委員を除く）からの独立性及び監査等委員会の当該使用
人に対する指示の実効性の確保に関する事項

監査等委員会の当該使用人については、当社の業務から独立し、監査等委員会の指揮命令
に服するものとする。また、当社の業務からの独立性を確保するために、当該使用人の任
命、異動等は監査等委員会の意見を尊重し、行うものとする。

③ 取締役及び使用人等が監査等委員会に報告するための体制その他の監査等委員会への報
告に関する体制及び報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受け
ないことを確保するための体制

取締役及び使用人は、職務執行に関し、会社に重要な影響を及ぼす事象や法令及び定款に
抵触する行為や事実が発生するおそれがある時は、速やかに、監査等委員会に報告する。監
査等委員会は、稟議書、取締役会議事録その他監査業務に関する書類を閲覧し、取締役及び
使用人にその説明を求める。なお、以上の報告をした者の監査等委員会への情報提供を理由
として、当該報告者に不利な取扱いを行うことを禁止する。

④ 監査等委員の職務の執行について生じる費用の前払または償還の手続その他の職務の執
行について生じる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

監査等委員がその職務の執行について生じる費用等は、当該請求に係る費用等が当該監査
等委員の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、これに応じる。

⑤ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
監査等委員は、取締役会及び経営会議に適時、出席し、取締役及び使用人と経営における

運営方法、リスク等の情報を共有し、適時アドバイスし、取締役との連携を図る。

⑥ 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
取締役は、コンプライアンスの強化を重要な経営テーマとして認識し、法令及び定款並び

に社内規則等に準拠し、職務を執行し、また各自が適時に、教育・指導を受けることにより
取締役が法令及び定款に適合することを確保する。
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⑦ 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の職務の執行に係る情報については、社内管理を徹底し、保存及び管理する。取締

役は、これら文書を必要に応じて、閲覧することが出来るものとする。

⑧ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
当社に存在するであろうリスクを各取締役・事業部門・セクションは、常時把握し、適

時、評価・分析する。新たに発生したリスクは速やかにリスク対応責任者を決め、対処す
る。

⑨ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
取締役の職務の執行を効率的に行うために、定例の取締役会を開催する他、重要な案件に

関しては、必要に応じ、常務会を開催し、迅速に意思決定を行う。また、適時、経営会議が
招集・協議され、取締役会での効率的な運営を図り、子会社を含めた取締役の職務の執行内
容が報告される。

⑩ 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
使用人は、コンプライアンスを充分に認識し、法令及び定款並びに社内規則等に準拠し、

職務を執行し、また各自が適時に、教育・指導を受けることにより使用人が法令及び定款に
適合することを確保する。

⑪ 企業集団における業務の適正を確保するための体制
企業集団各社の取締役及び使用人は、それぞれの法令及び定款並びに社内規則等に準拠

し、職務を執行し、また、当社取締役（監査等委員を除く）の子会社取締役の兼務等によ
り、取締役会にて業務内容が報告され、業務の適正を確保し、グループ経営の推進が図られ
る。
グループ各社は、会計基準その他関連する諸法令を遵守し、財務報告の適正性を確保する

ための内部管理体制を整備する。またグループ各社は、定期的にその事業内容を報告し、重
要案件等は事前にその承認を得る。さらに、コンプライアンスに関する問題、リスク管理に
関する問題等は親会社が子会社を含め管理・監督する。

（運用状況）
当社は、2016年６月28日付けで監査等委員会設置会社に移行し、取締役会の監督機能の強

化によるコーポレート・ガバナンスの一層の充実を図っております。
内部統制システムの運用状況については、基本方針に基づき、四半期毎に内部統制システム

の運用上見いだされた問題点等の是正・改善状況並びに必要に応じて講じられた再発防止策へ
の取組み状況を取締役会へ報告することにより、適切な内部統制システムの構築・運用に努め
ております。

2025年06月12日 14時35分 $FOLDER; 15ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



― 14 ―

（４）剰余金の配当等の決定に関する方針
当社グループは、世界的な視野で事業展開を繰り広げていく中で企業体質を強化し、財務内

容の充実を図るとともに株主様に対して安定的な配当の維持及び適正な利益還元を基本方針と
しております。従って高業績時の利益配分は多少低めに設定させていただく代わりに、損失を
招いた決算期においては出来うる限り、利益配分の維持に努めてまいります。
また、内部留保資金については、経営基盤・財務体質の強化、並びにさらなる事業の成長や

持続的な収益の拡大に向けた投資に活用します。このような方針のもと、当期の配当について
は、前期と同じく10円の配当を実施し、次期以降の配当についても、継続的に安定した配当
を考えております。
なお、剰余金の配当は、期末配当として年１回行うことを基本方針としており、その決定機

関は、会社法第459条第1項各号の規定に基づき、取締役会の決議をもって剰余金の配当等を
行うことができる旨を定款に定めております。

（５）会社の支配に関する基本方針
当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、そ

の内容の概要は以下のとおりであります。
① 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針の内容
当社は、金融商品取引所に株式を上場している会社として、市場における当社株式の自由

な取引を尊重し、特定の者による当社株式の大規模買付行為であっても、当社グループの企
業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に資するものである限り、これを一概に否定す
るものではありません。また、最終的には株式の大規模買付提案に応じるかどうかは株主の
皆様の決定に委ねられるべきだと考えています。
但し、株式の大規模買付提案の中には、たとえばステークホルダーとの良好な関係を保ち

続けることができない可能性があるものなど、当社グループの企業価値ひいては株主共同の
利益を損なうおそれのあるものや、当社グループの価値を十分に反映しているとは言えない
もの、あるいは株主の皆様が最終的な決定をされるために必要な情報が十分に提供されない
ものもありえます。そのような提案に対して、当社取締役会は、株主の皆様から負託された
者の責務として、株主の皆様のために、必要な時間や情報の確保、株式の大規模買付提案者
との交渉などを行う必要があると考えております。
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② 会社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別
な取組み

（企業価値向上への取組み）
当社は地球の環境問題、食糧需給のアンバランス、飢餓・貧困等諸問題に大きく関わりを

持つ人口爆発に対処すべく、世界市場を舞台に選び、意義ある事業を発展させ、真の意味で
の豊かな社会作りに貢献することを目指して全社員で日々挑戦しております。社員のその取
組みにおける基本姿勢は、社会変化を素早く、的確に捉え、ユーザーや消費者の方々が求め
る高品質、高付加価値の商品・サービスを独自の発想の開発手法と企画力を駆使して提供す
ることにあります。また、今まで世に送り出してきた当社製品が象徴するように、他社に安
易に追随する類似製品の上市やマーケティング手法の模倣を極力排除し、ユーザーや消費者
の方々が求める高品質で個性溢れるユーティリティーの高い製品・サービスを提供すること
を念頭に日々業務に当たっております。
当社の発展の尺度については必ずしも量的追求に主眼を置かず、利益の最大化及びユーザ

ーや消費者並びに株主の皆様の満足度の最大化をその規準としております。従いまして、当
社の基本的方針のキーワードは、以下のように表されると存じます。
・物心両面での豊かな社会作り
・高価値商品・サービスの提供
・利益の最大化
・創造性重視
・社員の自己啓発と自主性の醸成
・柔軟性と即応性を持った経営
・グローバリゼーション対応

1934年創業以来、当社に根付いた経営理念や長年にわたり蓄積された開発・生産・営業
に関する技術・知識・ノウハウ、取引先との協力関係、営業及びそのネットワークなど、当
社の主力事業でありますヘルスケア事業やプラスチック製品事業に対する深い理解や造詣が
今後の経営においては、一層ますます重要になってまいります。
当社は変化の激しい現在の社会状況下、確固たる経営基盤とどんな変化にも対応が可能な

体制を継続的に追求してまいります。また、各事業の活動については経営の集中化及び効率
化を進め、創造性の高い製品・サービスの供給に一層拍車を掛けて取組むことで、他社と差
別化できる独自性を強く打ち出してまいります。一方、コスト面においてもその優位性を発
揮すべく、日々改善の努力をしつつ、システム変更まで視野に入れた抜本的改革にも着手い
たします。
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グループ会社の経営に当たっても、グループ全体として有機的に機能すべく、グローバリ
ゼーション戦略の実現を継続し、目指します。
創業以来の当社及び当社グループの取組みの積み重ねが現在の企業価値の源泉になってお

り、このような取組みを通じて、企業収益の拡大を図ることにより、取引先、従業員等のス
テークホルダーとの信頼関係をより強固なものにし、中長期的に企業価値ひいては株主共同
の利益の向上に資することができると考えております。
（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方）
当社は、コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方として、全社員一丸となっ

て、社会における企業のあり方・使命を肝に銘じ、株主、消費者及び取引先の信頼を損なわ
ない、事業活動の向上を目指しております。
よって、当社は、法令を誠実に遵守し、株主利益の最大化に努め、社会的良識をもって行

動することにより、社会貢献、企業価値の向上を図ります。
また、当社は、常務会及び取締役会並びに幹部社員参加の経営会議において、経営の透明

性を高め、意思決定のスピードアップにも努めております。
なお、取締役会の監督機能の強化によるコーポレート・ガバナンスの充実という観点か

ら、2016年６月28日開催の第83回定時株主総会において監査役会設置会社から監査等委
員会設置会社に移行いたしました。監査等委員の構成は、２名を社外取締役とし、取締役会
の職務執行や意思決定事項を客観的に監査・監視できる体制としており、加えて内部統制の
実効化によりコーポレート・ガバナンスの強化に取組んでおります。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2025年３月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額
（資 産 の 部）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
電 子 記 録 債 権
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
土 地
建 設 仮 勘 定
そ の 他
無 形 固 定 資 産
そ の 他
投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
そ の 他
貸 倒 引 当 金

（18,635,686）
6,250,942
1,932,394
35,644
832,354
969,238
838,335
821,359
775,238
64,887

△18,509
12,384,744
11,302,153
2,574,671
7,859,240
676,629
90,117
101,494
6,259
6,259

1,076,331
969,539
107,341
△550

（負 債 の 部）
流 動 負 債
支 払 手 形 及 び 買 掛 金
電 子 記 録 債 務
短 期 借 入 金
未 払 法 人 税 等
前 受 金
賞 与 引 当 金
そ の 他

固 定 負 債
長 期 借 入 金
長 期 預 り 保 証 金
繰 延 税 金 負 債
退 職 給 付 に 係 る 負 債
役 員 退 職 慰 労 引 当 金
資 産 除 去 債 務
（純 資 産 の 部）

株 主 資 本
資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
自 己 株 式
その他の包括利益累計額
その他有価証券評価差額金
為 替 換 算 調 整 勘 定

非 支 配 株 主 持 分

（7,518,457）
6,838,381
190,094
236,872

5,515,033
102,113
205,044
81,325
507,897
680,076
140,520
3,000
8,807
97,371
424,978
5,400

（11,117,229）
9,967,329
547,436
676,518

8,779,780
△36,405
870,500
533,962
336,538
279,399

資 産 合 計 18,635,686 負 債 純 資 産 合 計 18,635,686
（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書
（2024

2025
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 5,687,899
売 上 原 価 4,218,990

売 上 総 利 益 1,468,909
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,502,877

営 業 損 失 33,968
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 25,860
作 業 く ず 売 却 益 7,052
為 替 差 益 666,067
そ の 他 10,962 709,942

営 業 外 費 用
支 払 利 息 138,884
持 分 法 に よ る 投 資 損 失 8,543
そ の 他 5,757 153,185
経 常 利 益 522,789

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 122,986
関 係 会 社 清 算 益 8,346
受 取 保 険 金 2,137 133,470

特 別 損 失
固 定 資 産 除 売 却 損 20,979
関 係 会 社 整 理 損 12,970 33,950

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 622,309
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 263,848
法 人 税 等 調 整 額 △18,480 245,368
当 期 純 利 益 376,940
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 15,598
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 392,539

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（2024
2025

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計
当 期 首 残 高 547,436 676,518 8,495,806 △36,308 9,683,451
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △108,565 △108,565
親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益 392,539 392,539

自 己 株 式 の 取 得 △96 △96
株主資本以外の項目の当期
変 動 額 （純 額）

当 期 変 動 額 合 計 283,974 △96 283,877
当 期 末 残 高 547,436 676,518 8,779,780 △36,405 9,967,329

その他の包括利益累計額
非支配株主持分 純 資 産 合 計その他有価証

券評価差額金
為 替 換 算
調 整 勘 定

その他の包括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 427,191 △265,859 161,331 258,573 10,103,357
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △108,565
親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益 392,539

自 己 株 式 の 取 得 △96
株主資本以外の項目の当期
変 動 額 （純 額） 106,771 602,398 709,169 20,825 729,994

当 期 変 動 額 合 計 106,771 602,398 709,169 20,825 1,013,871
当 期 末 残 高 533,962 336,538 870,500 279,399 11,117,229
（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
（1）連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況
・連結子会社の数 ３社
・連結子会社の名称 株式会社ラジアテックス

相模マニュファクチャラーズ有限公司
有限会社サンクロード

（2）持分法の適用に関する事項
持分法を適用している関連会社の状況
・持分法を適用している関連会社の数 １社
・持分法を適用している関連会社の名称 udon udon TOKYO 株式会社
udon udon TOKYO株式会社は、新たに株式を取得したことから、当連結会計年度より持分法適用の

範囲に含めております。
なお、udonudon INC.につきましては、清算したため持分法適用の範囲から除外しております。

（3）連結子会社の決算日等に関する事項
連結子会社のうち株式会社ラジアテックスと相模マニュファクチャラーズ有限公司の決算日は、12月31

日であります。連結計算書類の作成に当たっては、同決算日現在の計算書類を使用しております。ただし、
連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

（4）会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法
イ．その他有価証券
・市場価格のない株式等以外
のもの

時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法
により算定）

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
ロ．棚卸資産
・製品、仕掛品 主として総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方

法により算定）
・原材料、貯蔵品 主として移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの

方法により算定）
② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産
（リース資産を除く）

当社は主として定率法（ただし、1998年４月１日以後に取得した建
物（建物付属設備を除く）並びに2016年４月１日以後に取得した建
物付属設備及び構築物については定額法）に、在外連結子会社は主と
して定額法によっております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物及び構築物 ３〜50年
機械装置及び運搬具 ２〜20年

ロ．リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によってお
ります。

ハ．長期前払費用 均等償却しております。
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③ 重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。なお、在外子会社の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により、収益及び費用は在
外子会社の会計期間に基づく期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換
算調整勘定及び非支配株主持分に含めて計上しております。

④ 重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金 売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率によっており、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に
回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。在外連結
子会社については、主として特定の債権について、その回収可能性を
勘案した所要額を計上しております。

ロ．賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、翌連結会計年度支
給見込額のうち、当連結会計年度負担分を計上しております。

ハ．役員退職慰労引当金 役員等の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当連結会計年
度末要支給額を計上しております。

⑤ 重要な収益及び費用の計上基準
当社の主要な事業でありますヘルスケア事業とプラスチック製品事業は、主にコンドームとプラスチ

ックフィルム製品の製造及び販売を行っております。
当該販売につきましては、主として顧客が商品又は製品に対する支配を獲得する引渡時点で履行義務

が充足されると判断しており、当該時点で収益を認識しております。ただし、当該国内の販売につきま
しては、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間であること
から出荷時点で履行義務が充足されると判断しており、当該時点で収益を認識しております。輸出販売
につきましては、インコタームズで定められた貿易条件に基づき危険負担が顧客に移転した時に履行義
務が充足されると判断しており、当該時点で収益を認識しております。
また、収益は顧客との契約において約束された対価から返品、リベート等の金額を控除した金額で算

定しております。
⑥ その他連結計算書類作成のための重要な事項
イ．退職給付に係る会計処理

の方法
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付
債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

ロ．のれんの償却方法と償却期間 ５年間の定額償却法により償却を行っております。
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２．会計上の見積りに関する注記
繰延税金資産の回収可能性
・当連結会計年度計上額 8,807千円（繰延税金負債）
・識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
繰延税金資産は、将来減算一時差異の解消により、将来の税金負担額を軽減する効果を有すると認められ

る範囲を回収可能性があると判断し計上しております。具体的には、将来の一時差異解消スケジュール、タ
ックスプランニング及び収益力に基づく課税所得の見積り等に基づいて判断しております。これらは主に事
業計画を基礎として見積もっておりますが、事業計画の策定においては国内外のコンドーム市場の動向や、
原油価格及び為替レートについて一定の仮定に基づき将来の収益及び費用を見込んでおり、不確実性を伴っ
ております。そのため、実際の経済環境や損益の状況と大きく乖離した場合には、翌連結会計年度の繰延税
金資産の回収可能性に重要な影響を及ぼす可能性があります。

３．連結貸借対照表に関する注記
（1）担保に供している資産

建物及び構築物 109,225千円
土地 17,303千円
計 126,528千円

上記の物件は、短期借入金1,620,000千円の担保に供しております。
なお、根抵当権の極度額は1,300,000千円であります。

（2）有形固定資産の減価償却累計額 9,429,099千円

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数
普 通 株 式 10,937,449株 ー ー 10,937,449株

（2）自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数
普 通 株 式 80,945株 100株 ー 81,045株
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（3）剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額等

2024年６月26日開催の定時株主総会決議による配当に関する事項
・配当金の総額 108,565千円
・１株当たり配当額 10円
・基準日 2024年３月31日
・効力発生日 2024年６月27日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期になるもの
2025年６月26日開催の定時株主総会決議による配当に関する事項
・配当金の総額 108,564千円
・配当の原資 利益剰余金
・１株当たり配当額 10円
・基準日 2025年３月31日
・効力発生日 2025年６月27日

５．金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項
① 金融商品に対する取組方針

資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行借り入れによる方針であ
ります。なお、デリバティブ取引の利用は行いません。

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金、電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リ

スクに関しては、与信管理規定に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先
の信用状況を四半期ごとに把握する体制としております。
投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されていますが、主に業務上の関係を有する企

業の株式であり、定期的に把握された時価が取締役に報告されております。
営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務は、主として６ヵ月以内の支払期日であります。借

入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金（主として５年以内）は主に
設備投資資金の調達であります。

（2）金融商品の時価等に関する事項
2025年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。なお、現金及び預金、受取手形、売掛金、電子記録債権、支払手形及び買掛金、電子記録債務、
短期借入金については、現金であること及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであ
ることから、記載を省略しております。

（単位：千円）
連結貸借対照表
計 上 額 時価 差額

① 投資有価証券
その他有価証券 953,892 953,892 ー

② 長期借入金（1年内返済予定を含む） （470,153） （455,114） △15,039
（注１）負債に計上されるものについては（ ）で記しております。

2025年06月12日 14時35分 $FOLDER; 25ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



― 24 ―

（注２）市場価格のない株式等は「投資有価証券 その他有価証券」に含まれておりません。当該金融商品の連
結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

区分 連結貸借対照表計上額（千円）
非上場株式 15,646

（3）金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル

に分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接または間接的に観察可能なインプットを用いて算定した

時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ

属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
① 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

（単位：千円）

区分 時価
レベル1 レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
その他有価証券
株式 953,892 ー ー 953,892

資産計 953,892 ー ー 953,892

② 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：千円）

区分 時価
レベル1 レベル２ レベル３ 合計

長期借入金（1年内返済予定を含む） ー 455,114 ー 455,114
負債計 ー 455,114 ー 455,114

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時

価をレベル１の時価に分類しております。

長期借入金
長期借入金の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、

割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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６．収益認識に関する注記
（1）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）
報告セグメント その他

(注) 合計ヘルスケア
事業

プラスチック
製品事業 計

顧客との契約から生じる収益 4,270,576 1,258,839 5,529,416 158,483 5,687,899

その他の収益 ― ― ― ― ―

外部顧客への売上高 4,270,576 1,258,839 5,529,416 158,483 5,687,899
（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、巡回入浴等のサービスや日用

雑貨品他を製造・販売しております。

（2）収益を理解するための基礎となる情報
当社の主要な事業でありますヘルスケア事業とプラスチック製品事業は、主にコンドームとプラスチック

フィルム製品の製造及び販売を行っております。
当該販売につきましては、主として顧客が商品又は製品に対する支配を獲得する引渡時点で履行義務が充足
されると判断しており、当該時点で収益を認識しております。ただし、当該国内の販売につきましては、出
荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間であることから出荷時点で
履行義務が充足されると判断しており、当該時点で収益と認識しております。輸出販売につきましては、イ
ンコタームズで定められた貿易条件に基づき危険負担が顧客に移転した時に履行義務が充足されると判断し
ており、当該時点で収益を認識しております。
また、収益は顧客との契約において約束された対価から返品、リベート等の金額を控除した金額で算定し

ております。
なお、各サービスにおける対価は履行義務を充足した時点から主として１年以内に回収しており、重要な

金融要素はありません。

（3）当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
① 契約負債の残高等

（単位：千円）
当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権(期首残高) 2,463,307
顧客との契約から生じた債権(期末残高) 1,837,236
契約負債(期首残高) 11,187
契約負債(期末残高) 205,044

契約負債は履行義務の充足前に顧客から受け取った前受金です。契約負債は収益の認識に伴い取り崩され
ます。当期に認識した収益のうち、期首現在の前受金残高に含まれていた金額は11,187千円であります。
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② 残存履行義務に配分した取引価格
全て当初の予想期間が１年以内の契約であるため、実務上の便法を適用し記載を省略しております。

７．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 998円29銭
（2）１株当たり当期純利益 36円16銭

８．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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貸 借 対 照 表
（2025年３月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部）
流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
電 子 記 録 債 権
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 渡 金
前 払 費 用
短 期 貸 付 金
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工 具、 器 具 及 び 備 品
土 地
無 形 固 定 資 産
電 話 加 入 権
ソ フ ト ウ ェ ア
投資その他の資産
関 係 会 社 長 期 貸 付 金
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
そ の 他
貸 倒 引 当 金

（16,964,651）
7,206,153
1,304,441
35,644

1,604,821
969,238
721,794
35,957
81,479
1,493
12,719
568,023

2,832,369
20,406

△982,237
9,758,497
754,227
175,557
18,435
34,485
9,435
26,498
489,814
2,325
263

2,062
9,001,944
2,128,863
969,539

5,802,800
101,290
△550

（負 債 の 部）
流 動 負 債
支 払 手 形
買 掛 金
電 子 記 録 債 務
短 期 借 入 金
未 払 金
未 払 法 人 税 等
未 払 費 用
前 受 金
預 り 金
賞 与 引 当 金
そ の 他

固 定 負 債
長 期 預 り 保 証 金
退 職 給 付 引 当 金
繰 延 税 金 負 債
役 員 退 職 慰 労 引 当 金
資 産 除 去 債 務

（純 資 産 の 部）
株 主 資 本
資 本 金
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金
利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
そ の 他 利 益 剰 余 金
別 途 積 立 金
繰 越 利 益 剰 余 金

自 己 株 式
評価・換算差額等
その他有価証券評価差額金

（5,123,379）
4,444,948

2,047
351,378
242,310

3,290,134
38,409
102,043
109,567
205,044
10,192
81,325
12,496
678,431
3,000
96,623
148,430
424,978
5,400

（11,841,271）
11,307,309
547,436
681,385
681,385

10,114,893
136,859

9,978,034
9,330,000
648,034
△36,405
533,962
533,962

資 産 合 計 16,964,651 負 債 純 資 産 合 計 16,964,651
（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

（2024
2025

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 5,664,519
売 上 原 価 3,792,981

売 上 総 利 益 1,871,538
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,231,586

営 業 利 益 639,951
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 54,694
為 替 差 益 23,253
作 業 く ず 売 却 益 6,648
そ の 他 9,974 94,570

営 業 外 費 用
支 払 利 息 37,849
そ の 他 5,557 43,406
経 常 利 益 691,115

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 122,886 122,886

特 別 損 失
固 定 資 産 除 売 却 損 5,106
関 係 会 社 株 式 評 価 損 2,400
関 係 会 社 清 算 損 13,575 21,081

税 引 前 当 期 純 利 益 792,920
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 263,487
法 人 税 等 調 整 額 △27,893 235,593
当 期 純 利 益 557,326

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（2024
2025

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：千円）
株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合 計資本準備金 資本剰余金

合 計 利益準備金
そ の 他
利益剰余金 利益剰余金

合 計別途積立金 繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 547,436 681,385 681,385 136,859 8,780,000 749,272 9,666,132 △36,308 10,858,645
当 期 変 動 額
剰余金の配当 △108,565 △108,565 △108,565
別途積立金の積立 550,000 △550,000 −
当 期 純 利 益 557,326 557,326 557,326
自己株式の取得 △96 △96
株主資本以外
の項目の当期
変動額（純額）

当期変動額合計 − − − − 550,000 △101,238 448,761 △96 448,664
当 期 末 残 高 547,436 681,385 681,385 136,859 9,330,000 648,034 10,114,893 △36,405 11,307,309

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計その他有価証券

評 価 差 額 金
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 427,191 427,191 11,285,836
当 期 変 動 額
剰余金の配当 △108,565
別途積立金の積立
当 期 純 利 益 557,326
自己株式の取得 △96
株主資本以外
の項目の当期
変動額（純額）

106,771 106,771 106,771

当期変動額合計 106,771 106,771 555,435
当 期 末 残 高 533,962 533,962 11,841,271

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項
（1）資産の評価基準及び評価方法
① 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法によっております。
② その他有価証券
・市場価格のない株式等以外
のもの

事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直
入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）によっており
ます。

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法によっております。
③ 棚卸資産
・製品、仕掛品 総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によ

っております。
・原材料、貯蔵品 移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に

よっております。
（2）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産
（リース資産を除く）

定率法によっております。ただし、1998年４月１日以後に取得した
建物（建物付属設備は除く）並びに2016年４月１日以後に取得した
建物付属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物 ３〜50年
機械及び装置 ２〜10年

② リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によってお
ります。

③ 長期前払費用 均等償却しております。
（3）外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており
ます。

（4）引当金の計上基準
① 貸倒引当金 売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、

貸倒実績率によっており、貸倒懸念債権等特定の債権については、個
別に債権の回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま
す。

② 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、翌事業年度支給見
込額のうち、当事業年度負担分を計上しております。

③ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務
及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

④ 役員退職慰労引当金 役員等の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当事業年度末
要支給額を計上しております。
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（5）収益及び費用の計上基準
当社の主要な事業でありますヘルスケア事業とプラスチック製品事業は、主にコンドームとプラスチック

フィルム製品の製造及び販売を行っております。
当該販売につきましては、主として顧客が商品又は製品に対する支配を獲得する引渡時点で履行義務が充

足されると判断しており、当該時点で収益を認識しております。ただし、当該国内の販売につきましては、
出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間であることから出荷時点
で履行義務が充足されると判断しており、当該時点で収益を認識しております。輸出販売につきましては、
インコタームズで定められた貿易条件に基づき危険負担が顧客に移転した時に履行義務が充足されると判断
しており、当該時点で収益を認識しております。
また、収益は顧客との契約において約束された対価から返品、リベート等の金額を控除した金額で算定し

ております。

２．会計上の見積りに関する注記
繰延税金資産の回収可能性
・当事業年度計上額 148,430千円（繰延税金負債）
・識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
連結注記表と同一のため、当該事項の記載を省略しております。

３．貸借対照表に関する注記
（1）担保に供している資産

建物 109,225千円
土地 17,303千円
計 126,528千円

上記の物件は、短期借入金1,620,000千円の担保に供しております。
なお、根抵当権の極度額は1,300,000千円であります。

（2）有形固定資産の減価償却累計額 2,859,481千円
（3）保証債務

関係会社の金融機関からの借入債務に対し、保証を行っております。
相模マニュファクチャラーズ有限公司 2,230,929千円

（4）関係会社に対する金銭債権、債務
① 短期金銭債権 4,181,116千円
② 長期金銭債権 2,128,863千円
③ 短期金銭債務 219,583千円

2025年06月12日 14時35分 $FOLDER; 33ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



― 32 ―

４．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
営業取引 ① 売上高 21,773千円

② 仕入高 2,165,753千円

５．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の数 81,045株

６．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
賞与引当金 24,885千円
退職給付引当金 30,436千円
役員退職慰労引当金 133,510千円
投資有価証券評価損 12,803千円
貸倒引当金繰入限度超過額 309,578千円
その他 34,550千円
小計 545,764千円
評価性引当額 △452,275千円
合計 93,488千円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △227,957千円
その他 △13,961千円
合計 △241,918千円
繰延税金負債の純額 △148,430千円
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７．関連当事者との取引に関する注記
（1）子会社及び関連会社等

属 性 会社等の
名 称

資本金又
は出資金

事業の内容
又 は 職 業

議決権等の
所有（被所
有）割合（％）

関係内容
取引の内容 取引金額

（千 円） 科 目 期末残高
（千 円）役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社 ㈱ラジア
テックス

千EUR
2,370

医療機器
事業

99.16
［0.0］

兼任
３名

当社製品の
販売 製品販売 21,773

売 掛 金 781,552
短期貸付金 172,929

子会社
相模マニュ
ファクチャ
ラーズ有限
公司

千M＄
195,000

医療機器
事業

94.83
［5.2］

兼任
３名

当社製品の
製造販売

原料支給 - 未収入金 2,831,539
製品仕入 2,187,278 買 掛 金 219,583
債務保証 2,230,929 短期貸付金 321,744

長期貸付金 2,128,863

子会社 ㈲サンクロ
ード

千円
5,000 飲食事業 100.00

[0.0]
兼任
１名

運転資金の
貸付 資金の貸付 12,000 短期貸付金 62,000

関連会社
udon
udon
TOKYO㈱

千円
5,000 飲食事業 48.00

[0.0] なし 運転資金の
貸付 資金の貸付 11,350 短期貸付金 11,350

（注）１．議決権所有割合の［外書］は、緊密な者等の所有割合であります。
２．取引金額及び期末残高には消費税等は含まれておりません。
３．取引条件及び取引条件の決定方針等

当社製品の販売及び原料支給並びに当社製品の仕入については、市場価格等を参考に毎期価格交渉の
うえ、一般取引条件と同様に決定しております。

４．㈱ラジアテックス、㈲サンクロード及びudon udon TOKYO㈱に対する資金の貸付については、市
場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。なお、担保は受け入れておりません。

５．相模マニュファクチャラーズ有限公司に対する債務保証については、保証料の支払及び担保提供は受
けておりません。

（2）役員及び個人主要株主等

属 性 会社等の
名 称

資本金又
は出資金
（千 円）

事業の内容
又 は 職 業

議決権等の
所有（被所
有）割合（％）

関係内容
取引の内容 取引金額

（千 円） 科 目 期末残高
（千 円）役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社

相模産業㈱ 100,000

主に医療日
用品販売

不動産賃貸
他

（所有）
当社役員大跡
典子及びその
近親者が100％
直接所有
（被所有）
直接

[2.98]

兼任
２名

当社製品
の販売 製品販売 17,542

売 掛 金 722

受取手形 605

当社社員
の出向

出向者の
労務費の
受取

18,482 − −

（注）１．取引金額には消費税等は含まれておりませんが、期末残高には消費税等が含まれております。
２．取引条件及び取引条件の決定方針等

当社製品の販売については、市場価格等を参考に毎期価格交渉のうえ、一般取引条件と同様に決定し
ております。

３．当社出向社員の労務費の受取額については、出向社員の給与支給額を勘案し、決定しております。

2025年06月12日 14時35分 $FOLDER; 35ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



― 34 ―

８. 収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる利益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表に同一の内容を記載している

ため注記を省略しております。

９. １株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 1,090円71銭
（2）１株当たり当期純利益 51円33銭

1０. 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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役 員（2025年６月26日現在）
代表取締役会長 大 跡 一 郎
代表取締役社長 大 跡 賢 介
専 務 取 締 役 吉 田 邦 夫
取 締 役 黒 石 奈 央 子

取締役常勤監査等委員 蓼 沼 茂 夫

取締役監査等委員 玉 上 宗 人

取締役監査等委員 鹿 内 智 行
(注) １．取締役（監査等委員を除く）黒石奈央子、監査等委員玉

上宗人、鹿内智行の３氏は新任の社外取締役でありま
す。

２．当社は監査等委員の監査・監督機能を強化し、取締役
（監査等委員を除く）からの情報収集及び重要な社内会
議における情報共有並びに内部監査部門と監査等委員会
との十分な連携を可能にするため、蓼沼茂夫氏を常勤の
監査等委員に選定しております。

３．常勤監査等委員蓼沼茂夫氏は、当社において長年にわた
り管理業務を担当するなど、豊富な専門知識、実績があ
り、相当程度の知見を有しております。

４．当社は、取締役（監査等委員を除く）黒石奈央子、監査
等委員玉上宗人、鹿内智行の３氏を東京証券取引所の定
めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届出てお
ります。
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メ モ
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株 主 メ モ
事 業 年 度 ４月１日から翌年３月31日
定時株主総会 ６月中
基 準 日 ３月31日

臨時に必要あるときは予め公告した基準日
株主名簿管理人 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社
特別口座の口座管理機関 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社
同事務取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部
同 連 絡 先
同 郵 送 先

東京都府中市日鋼町１番地１
〒137-8081
新東京郵便局私書箱第29号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部
電話 0120−232−711（通話料無料）

公 告 の 方 法 電子公告とする。
公告掲載 URL https://www.sagami-gomu.co.jp/
（ただし、やむを得ない事由によって電子公告によ
ることができない場合は、日本経済新聞に掲載する
方法により行う。）
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